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研究成果の概要（和文）：　本研究では、長野県伊那谷地域、秋田県横手市、北海道石狩川流域地域を対象地としなが
ら、地域労働市場の構造と関連づけつつ、それぞれの地域の農業構造動態を解析し、農業における就業機会拡大の可能
性を展望した。伊那谷では、比較的良好な労働市場条件下、両極分解的な農家階層分化が見られた。そして、2類型の
農業生産法人が現われ、農業就業機会を提供していた。
　横手市では、恵まれない労働市場条件下、中間的な規模階層の農家が厚く存在する。そこでは、政策的に形成される
集落営農組織は、経営体としての内実に乏しいものであった。
　石狩川流域では、狭隘な労働市場条件下、土地持ち高齢一世代世帯による農地貸し出しが増えている。

研究成果の概要（英文）： The objective of this study is to clarify relations between structure of rural 
labour market and agricultural structure and to consider possibilities of agriculturaljob opportunities, 
conductind reserachs in the Ina Valley of Nagano Prefecture, Yokote City of Akita Prefecture and the 
basin of the Ishikari River of Hokkaido. In the Ina Valley, under rather favorable labour 
conditions（rural labour market of Kinki type), a farmers' differentiation to two poles appears. Two 
types of agricultural production legal person, core type and satellite type, also appear, prividing job 
opportunities.
 In Yokote City, under unfavorable labour conditions（rural labour market of Tohoku type), middle-sized 
farmers are common. Community farming organizations made for a policy lack in the fact as the management 
body. In the basin of the Ishikari River, lacking non-agricultural job opportunities in rural areas, the 
farmland rental by the land owners of advanced age increases.

研究分野：農業経済学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 日本経済が農家労働力依存型から失業
者依存型へと転じた。 
 
(2）こうした中、近年は派遣労働者等の非正
規雇用が増加し、さらには不況が慢性化して
大量失業が存在するようになってきている。
「不況の慢性化と大量失業」は、農産物価格
の下落、兼業所得の目減り・不安定化、を通
じて農家の生活を直撃している。 
 
２．研究の目的 
(1）地域労働市場と農業構造の近年および長
期的な展開過程の実態を明らかにするとと
もに、農村における雇用創出を目的とした農
業・農村振興のあり方について考察する。 
 
(2) 不況下で社会的セーフティ・ネットとし
ての農業・農村が担うべき役割と、その今後
の展開方向を展望する。  
 
３．研究の方法 
(1) 農外労働市場の発展度を基準にしなが
ら、全国の典型的稲作農業地域として次の 3
つから、それぞれ調査対象地を選定した。①
安定兼業地域として長野県・上伊那地方(宮
田村・飯島町)。対象とした調査地において
は、既に、2010 年前後に集落悉皆調査を実施
している。②不安定兼業地域として秋田県・
横手市。③兼業機会狭隘地域として北海道・
石狩川下流域地方の岩見沢市。 
 
(2）以上の対象地において①集落悉皆調査、
②農業生産法人等の農業組織を対象とした
調査、③兼業農家の農外就業先となる農外企
業を対象とした調査を実施した。あわせて、
農協等関係機関を対象とした聞き取りを行
った。 
 
４．研究成果 
(1) 長野県・上伊那地方(宮田村・飯島町) 
における地域労働市場の「東北型」から「近
畿型」への構造転換は、1980 年代に起こった。
地域労働市場の構造の特徴は男子の賃金構
造に現われる。ここで「東北型地域労働市場」
とは、青壮年男子農家世帯員の農外就業先に
時に「切り売り」労賃層とも表現される低賃
金不安定就業層を検出しうる労働市場のこ
とである。これは、地域の賃金構造の中で
底辺の賃金であり、さらに年齢の上昇に伴
う賃金上昇が見られない特徴がある。また、
単に単純労働の賃金であるから低いという
だけではなくて、 同時に農業所得との合算
を想定した賃金なので、その分さらに低く
なりうるのである。こういった「東北型」
に対して、「近畿型地域労働市場」では、「切
り売り」労賃層が青壮年男子農家世帯員の農
外就業先には検出されず、年功賃金体系のも
とにある就業先が一般化していた。 
 

(2) 世に宮田方式と呼ばれる、①土地利用計
画、②地代制度、③集団耕作組合(作業受託
＋機械共同利用組織）の 3本柱から成る特徴
的な地域農業システムは、地域労働市場の上
述の構造転換前の、すなわち「東北型地域労
働市場」のもとにおいて兼業農家が脱農せず
に兼業農家として滞留する状況を前提とし
たシステムであり、それが 1980 年代以降の
地域労働市場の構造転換後の状況に適合し
ていないことが明らかとなった。 
 
(3) 「近畿型地域労働市場」のもとでは、
「正社員」などの比較的安定した雇用上の
身分を与えられた複雑労働の兼業従事者は、
たとえ農繁期だからといって農業を優先さ
せて有給休暇をとるなどして農外勤務を勝
手に休むわけにはゆかない。それどころか、
こうした兼業従事者は、時に休日出勤や残
業なども行わなくてはならないため、彼ら
が農業と農外就業とを両立させることは難
しくなる。ここから、兼業農家が農地の貸
し手層に転化して、地域の農地賃貸借市場
の中で農地貸し出しが進むことになる。 
 
(4) こうした農地賃貸借市場の中での農地
貸し出しの動きの対極にあるのは、貸し出
される農地を集積する農業生産法人が形成
されてきていることである。そして農業生
産法人には、次に見る２つの類型が見出さ
れ、それぞれが事実上の役割分担を行いな
がら、地域における農業生産の担い手とな
ってきている。ただし、こうした役割分担
は、当事者が意識して行なっているわけで
はなく、研究による分析がこの分担関係を
明らかにしたと言える。 
 
表 1 H 法人の売り上げ（千円）  

    2011 年度 2012 年度 

売上高  合計 522,496 450,153 

キノコ 514,233 441,100 

  野菜 7,153 8,091 

  オガコ 1,110 935 

資料：Ｈ法人資料より作成。 

 
(5) 一方の「中核的な法人」は、土地利用
型農業における生産力の担い手として、高
収益を追求しながら、地域内で他産業との
間の労働力獲得を巡る競争を勝ち抜くため
に、構成員に対して賃金を始めとする就業
条件において、他産業に見劣りしない比較
的高いものを提供せざるをえず、実際にも
高い就業条件を提供している。だが、「近畿
型」の地域において農業生産力の担い手が
経済的パフォーマンスの面で越えなくては
ならないハードルは、そこで働いている者
に対してこうした高い就業条件を提供しな
くてはならない分だけ、高いものにならざ



るをえない。その結果、「中核的な法人」で
は、どうしても高収益部門を中心とした経
営となる。表１はそうしたH法人の売り上
げを作目別に示したものだが、H法人は農
地の守り手としての役割が期待されながら
行政・農協に主導されて設立されたにも関
わらず、実際の生産活動は高収益のキノコ
(シメジ）に集中していることが分かる。だ
が、こうした状況は、地域の農地の守り手
という、客観的に期待されている役割とは
齟齬をきたすこととなる。こうして、特に、
上伊那地方のような中山間地域の条件の良
くない農地の多いところでは、平地農村と
較べて、地域の農地を守るということと、
農業で高い収益を上げることとの乖離が大
きくなる。 
 
(6) こうしたことの結果として、「近畿型」の
中山間では、「中核的な法人」と対になる形
で、地域の中で条件の悪い農地をも引き受け
て耕作しながらそれを維持する農業法人が、
上に見た「中核的な法人」の活動を補完する
役割を客観的には担う形で、他方で形成され
る必然性がある。これが「衛星的な法人」で
ある。「衛星的な法人」における労働力は、
賃金等の就業条件をある程度度外視しなが
ら働きうる、言うならば社会的労働日の枠外
にある労働力が適しており、そのため「衛星
的な法人」は、典型的には、比較的恵まれた
年金生活を送っている高齢者の就業の場と
なる。  
 
(7) 秋田県・横手市においては、青壮年男
子の農外就業先においても未だ単純労働の
職場が相当の比重を占め(「東北型」）(図１)
また、60歳以上の高齢者の農外就業や年金
受給の状況も老後の生活を充分に保証する
ものとはなっていない。 
 
(8) こうした農外労働市場状況や年金環境
の下で横手市においては高齢者の営農意欲
が旺盛であり、そのことが農地賃貸借市場の
中で借手市場の状況を作り出して高地代を
もたらしていた。また、農家の個別展開が活
発に見られてそのことが農地の面的維持を
もたらしていることから、「近畿型」のよう
に集落営農や農業生産法人が組織的に農地
を守る取り組みを行うことの必要性は、地域
内で痛感されていない。そのため、そこで集
落営農法人が政策の梃入れのもとで形成さ
れたとしても、経営体としての内実に乏しい
「枝番管理型」のペーパー法人とならざるを
えない必然性があるが、実際にも集落営農法
人はこのように展開している。 
 
(9) 北海道・石狩川流域地方では、狭隘な労
働市場条件下、近年は、子弟が都会に流出し
た農家の高齢化に伴う、土地持ち一世代世帯
による農地貸し出しが増えてきている。そし
てこうした状況は、規模拡大のかつての中心

であった下流域よりも、むしろその動きが相
対的に弱かった上流域において顕著である。
農地移動がかつて北海道で主流であった売
買から、近年は貸借が増加してきたのは、地
価が継続的に下落する中で、農地購入に対す
る誘因が働きにくくなってきたことなどが
背景にある。 
 
(10) 元来は比較的規模が小さかった石狩川
上流域での規模拡大なので、農地分散の問題
を内包する。そこで、公的機関による農地団
地化の取り組みが活発になされている。さら
に、供給される農地を受ける担い手が不足す
る状況があるために、雇用の受け皿となるこ
とが期待されている農業法人の育成も地域
の中で取組まれている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 横手市 O集落の農外賃金構造(2014 年) 
(凡例)×公務員(男)、●私企業常勤(男)、 
▲臨時・パート(男)、＊公務員(女)、 
〇私企業(女)、△臨時・パート(女) 
(資料)２014 農家聞き取り調査より作成。 
(出所)曲木若葉、地域労働市場の構造転換と
農業システム：長野県宮田村と秋田県雄物
川町の比較分析、2016 年東京農工大学連合
農学研究科博士学位論文。  
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業問題研究、2016、掲載予定。 
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